
本書の特長

　　都市再開発に関する手続の流れに沿っ
た制度や手続の概要を解説

　　実際に紛争となった裁判例をもとに、再
開発における権利調整や紛争対応時の留意
点を詳解

　　弁護士が、都市再開発事業を円滑に進め
るうえでどう関わるべきか、再開発の流れに
沿った構成から適切な手法がわかる
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「総論」では、都市再開発の制度や一般的な流れ、各手続について解説。
「各論」では、都市再開発の流れに沿って、

実際に紛争になった裁判例をもとに、手続きを進めるうえでの留意点を詳解。
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この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたし
ます。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
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弊社ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきまし
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＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用
いただけません。

1万円以下の場合、330円（税込）
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10万円以下の場合、660円（税込）
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